
令和２年７月豪雨で被害を受けた熊本県内の市町村において、市町村が行う仮設施設
（早期の事業活動再開を希望する中小企業等が入居する店舗、事務所等の集合型仮設
施設）の整備を、独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小機構）が助成・協力しま
す。

【１．助成の対象者】

令和２年７月豪雨対策支援（市町村向け助成）

仮設施設整備支援事業

熊本県の市町村
※本事業は市町村を対象にした制度です。

【２．助成の要件】

１）仮設施設への入居要件等
＊災害により事業場・周辺インフラが損壊し、本復旧に相当期間着手できない状況にある被災中小企業・小
規模事業者

＊一棟の仮設施設に、複数の被災事業者が入居することが必要です。
＊具体的な入居者の要件・選定については、市町村にてご判断下さい。

２）用途・面積等
＊店舗、事務所：１事業者１区画、被災前の事業場の面積又は１００㎡のいずれか低い方を上限とし

ます。

３）仮設施設の敷地（用地）の要件
＊原則、公共用地とします。（借地の場合、借地料は助成対象外）

令和２年７月



＜お問合せ先＞
独立行政法人中小企業基盤整備機構 震災復興支援部 復興支援課

ＴＥＬ：０３－５４７０－１５６５ ＦＡＸ：０３－５４７０－１５６６
〒105-8453 東京都港区虎ノ門３－５－１ 虎ノ門３７森ビル８階

【200729現在】

【３．助成の内容】

次の１）又は２）について、その全額を中小機構が市町村に助成します。

１）仮設施設に係る設計費、建築費

２）仮設施設に係る設計費、リース費用

※内装工事等の入居者負担が生じることにご注意下さい。
※用地購入費、借地料等は助成対象となりません。

【５．申請期限】

申請期限は令和３年２月末までとなります（随時受付）。

【６．仮設施設のイメージ】

平成３０年７月豪雨（西日本豪雨）対策支援
■岡山県倉敷市真備地区 仮設店舗（「復興商店街」）

■整備主体：倉敷市 ■完成日：平成３１年３月１日
■構造等 ：平屋建て１棟 共同トイレ ■延床面積：２６４㎡
■建築方式：リース契約 ■入居者数：５事業者（各区画５０㎡で画一化）

市町村からのご要望に応じ、制度や手続きについてご説明にお伺いします。

【４．施設の管理等】

＊市町村が施設を管理・運営してください。
＊入居料は原則無償として下さい。（共用部の光熱費など、実費相当の共益費の徴収はこの限りではありま
せん。）


